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情報技術の進展によって注目を集めるテレワークは集積の経済・不経済に大きな影響を与えうる．従来

研究ではその影響について空間的な側面からアプローチしてきたが，本研究では時間的な側面に与える影

響を明らかにする．具体的には，時間集積の経済・不経済を考慮した Takayama 1) の通勤均衡モデルに，テ

レワークモデルを導入し，その均衡状態・社会最適状態の分析を行った．その結果，テレワークの普及は

始業時刻の集積を引き起こすこと，テレワークの導入により各企業・個人の生産性が上昇する高度なテレ

ワークが実現する場合，社会全体の生産性が低下しうること，の二点が明らかになった．以上より，テレ

ワークの普及にあたっては他の混雑緩和施策との整合性や社会全体の生産性低下の危険性を十分考慮する

必要があると言える． 
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1. はじめに 

 

 テレワークは情報技術の進展や昨今の社会情勢によっ

て，現在注目を集める労働形態の一つであるといえる．

テレワークの特徴としては通勤費用がかからず居住地選

択の幅が広がる点などが挙げられる．つまり，テレワー

クは空間集積に大きな影響を与える．そのため， Ota 2)や 

Ory and Makhtarian 3)，Safirova 4)など過去に空間集積とテ

レワークに関する研究は多く行われてきた． 

 一方で，テレワークは空間集積だけでなくピーク時の

通勤混雑の緩和やコミュニケーションの減少による企業

の生産性低下という形で時間集積の経済・不経済にも大

きな影響を与えうる．こうした時間的な集積の経済・不

経済のトレードオフを明示的に考えた最初の研究として，

時差出勤の効果を分析した Henderson 5)がある．しかしこ

の研究では通勤費用が静学的な枠組みで表現されている

ため，渋滞現象を考慮することができていなかった．こ

れに対して Takayama 1)は Henderson 5)を，ボトルネック

渋滞を考慮した形で拡張し，時差出勤の効果の分析を行

った．ただしこれらの研究ではテレワークの影響につい

て考慮されておらず，テレワークが通勤混雑へ与える影

響や時差出勤との違いについては明らかになっていない． 

 本研究ではテレワークが通勤混雑，企業の生産性に与

える影響や時差出勤との違いを明らかにすることを目的

にする．具体的には時間集積の経済・不経済を考慮した

通勤均衡モデルにテレワークを導入し，均衡分析を行う．

また，社会最適状態との比較も行う．  

 

 

2. モデル化 

 

(1) 都市と交通の状況設定 

 今回想定する都市は住宅地と CBD が単一の道路に

よって結ばれており，CBD の直前に容量 µ のボトルネ

ックが存在する．このボトルネックでは FIFO 原則が満

たされており，待ち行列 を point queue モデル6)で表現

する．住宅地から CBD への所要時間はボトルネックま

での移動時間とボトルネックでの待ち時間で表現される．

企業の選択する始業時間は 𝑇  種類の選択肢 𝐓 ≡

 {𝑡1, . . . , 𝑡𝑖  , . . . , 𝑡𝑇}から決定する．選択可能な 𝐓 はいず

れも一定の時間間隔 τ で並んでおり，𝑡𝑖  =  𝑡𝑖  − 1 + 𝜏  

が成立する．全企業の労働時間は 𝐻 で同一であり，必

第 63 回土木計画学研究発表会・講演集

 1



 

 

ず全企業が同時に業務を行う時間帯が存在 (𝑖. 𝑒. , 𝑡𝑇   ≤

 𝑡1   +  𝐻) する．企業は始業時間に加えて，テレワーク比

率を K 種類の選択肢 𝐊 ≡  {𝑒1  , . . . , 𝑒𝑘   , . . . , 𝑒𝐾   }から

決定する．この時，始業時刻を 𝑡𝑖，テレワーク比率を 𝑒𝑘  

と する企業を企業 (𝑖, 𝑘) と呼ぶ． 

 

(2) 労働者の行動設定 

 労働者は総数 𝑁 人存在しており，全ての労働者は同

質，同じ住宅地に居住していると仮定する．各労働者は

自らの効用 （賃金や通勤費用から構成）を最大化する企

業 (𝑖, 𝑘) と CBD 到着時刻 𝑡 をそれぞれ選択する．具

体的には労働者の効用最大化問題は以下のように与えら

れる． 

max
𝑖,𝑘

 . 𝑢𝑖,𝑘(𝑡) = ω𝑖,𝑘 − (1 − 𝑒𝑘)𝑐𝑖(𝑡)      (1) 

ここで，𝜔𝑖,𝑘  は企業 𝑖, 𝑘 から得られる賃金，(1 − 𝑒𝑘) 

はテレワーク比率で 決まる通勤頻度を表す．𝑐𝑖(𝑡) は渋

滞待ち行列費用 𝑞(𝑡) とスケジュール遅延費用 𝑠(𝑡 −

 𝑡𝑖) から構成される通勤費用である． 

 

(3) 労働者の行動設定 

 全ての企業は自由な参入と自由な退出が可能な中，完

全競争下で一定のリターンを持つ均質な財を一単位の労

働を導入して生産し，利潤最大化を目指す．このとき企

業の利潤最大化問題は以下の通り与えられる． 

max
𝑖,𝑘

 . 𝜋 = 𝐺𝑖(𝐍)𝑓(𝑒𝑘) − ω𝑖,𝑘           (2) 

ここで𝐍とは企業(𝑖, 𝑘)に所属する労働者数𝑁𝑖,𝑘のベクト

ルのことである．本モデルでは企業の生み出す財に対し

て，Henderson (1981)4) と同様の CBD で同じ時間帯に働

く人が多いほど生産性が上昇していくという生産効果

（集積の経済）を導入する．これは，以下のようなスケ

ールファクター𝐺(𝐍)で与えられる．  

𝐺𝑖(𝐍) ≡ ∫ 𝑎 ∙ g(𝑡)𝑑𝑡
𝑡𝑖+𝐻

𝑡𝑖
 

= 𝑎 ∑ 𝜙𝑖𝑗 ∑ (1 − 𝑒𝑘)𝑁𝑗,𝑘𝑘𝑗           (3) 

ここで，g(𝑡) はその瞬間にオフィスにいる労働者数を表

している．𝜙 ≡  {𝐻 −  𝑡|𝑖 −  𝑗|} であり，企業同士の労

働する時間帯が同じであるほど生産性が上昇することを

意味している．𝑓(𝑒𝑘) は労働者一人当たりの生産性を意

味する生産関数であり，オフィスワークとテレワークの

技術的代替性を捉えている．𝑓(𝑒𝑘) は以下のように与え

られる． 

𝑓(𝑒𝑘) = [(1 − 𝑒𝑘)𝜌 + 𝑏(𝑒𝑘)𝜌]         (3) 

ここで，𝑒𝑘(0 ≤ 𝑒𝑘 ≤ 1)はテレワーク比率を表すパラメ

ータ，𝑏(0 < 𝑏 ≤ 1)はオフィスワークに対するテレワ

ークの効率性を表すパラメータ，𝜌(0 < 𝜌 ≤ 1)はテレ

ワークの代替性・補完性を表すパラメータである． 

 ここで，テレワークの性質を現実的なものとして捉え

るために，本研究ではテレワークを現代モデル，未来モ

デルの二つのパラメータ設定に分けて分析を行った．現

代モデルはオフィスワークに対する補完性は存在せず，

効率性も低い現代的なテレワークを想定している．未来

モデルは，将来的にオフィスワークとテレワークは補完

的になるべきという藤田・浜口 7)の提言を基に，現代モ

デルに比べて補完的かつ効率的な高度化したテレワーク

を想定した． 

 

(4) 均衡条件 

 本モデルでは，短期と長期の二段階の均衡を考える．

短期的には，労働者は自らの始業時刻 𝑡𝑖 を与件として，

通勤費用を最小化する CBD 到着時刻 𝑡 を選択した結

果，均衡通勤費用 𝑐𝑖
∗ が定まる．その定式化および性質

はTakayama1)を参照． 

長期的には，通勤費用 𝑐𝑖
∗ を与件として，企業，労働

者が利潤・効用を最大化する始業時刻，テレワーク比率・

労働を供給する企業を選択する．その結果，均衡状態に

おける各企業の労働者数が決まる．長期均衡状態が満た

す均衡条件は，最終的に次の相補性条件に帰着する．  

 {
𝑢∗ − {𝐺𝑖(𝐍)𝑓(𝑒𝑘) − (1 − 𝑒𝑘)𝑐𝑖

∗(𝐍)} = 0 𝑖𝑓 𝑁𝑖,𝑘 > 0

𝑢∗ − {𝐺𝑖(𝐍)𝑓(𝑒𝑘) − (1 − 𝑒𝑘)𝑐𝑖
∗(𝐍)} ≥ 0 𝑖𝑓 𝑁𝑖,𝑘 = 0  

     (5a) 

∑ 𝑁𝑖,𝑘𝑖,𝑘 = 𝑁                  (5b) 

ここで，𝑢∗ は労働者の均衡効用を表している．以上の条

件から，均衡状態での各企業の労働者と効用が求められ

る．なお，このモデルには正の外部性が含まれているた

め，複数均衡が存在しうる．したがって，その安定性を

考えることで尤もらしい均衡解を求める必要がある． 

 

 

3. 均衡分析 

 

 本件研究では企業の始業時刻とテレワーク比率の同時

選択を考慮したモデルを扱っているが，最初に企業の始

業時刻選択のみを考慮した状況で均衡分析を行うことで，

テレワークが始業時刻選択に与える影響を分析する．次

にテレワーク比率選択のみを考慮した状況で，テレワー

ク比率選択自体が均衡に及ぼす影響を分析する．これら

の分析を基に，同時選択を考慮した状況で分析を行うこ

とで，テレワークが集積の経済・不経済に与える影響を

明らかにする． 

 

(1) 始業時刻選択のみを考慮した場合 

 企業が選択できるテレワーク比率 𝑒 が一つ，始業時

刻 𝑡 は 𝑖, 𝑗 の二つの状況を考える．これは Takayama 1) 

モデルに外生的にテレワーク導入効果のパラメータが導
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入されたモデルに帰着する．そのため，Takayama 1) 同様

のポテンシャルゲーム・アプローチによる居所安定均衡

解の解析を行うことができる．具体的には，始業時刻に

全労働者が集積する時刻集積パターンと，二つの始業時

刻 𝑖, 𝑗 に半分ずつ労働者が分散している時刻分散パタ

ーンの二種類の均衡解の安定性は図-1と図-2によって示

される． 

  図-1はテレワーク導入前の安定均衡領域，図-2の (a) 

は現代モデルのテレワーク，(b) は未来モデルのテレワ

ークを導入した際の安定均衡領域を示している．両図の

緑の斜線領域は時刻分散パターンが安定均衡であること，

白の領域は時刻集積パターンが安定均衡であることをそ

れぞれ意味している． 

  図-1と図-2の (a) を比較すると，図-2の (a) の方が，分

散パターンが安定均衡となる領域が小さいことが分かる．

つまり，テレワークの導入によって企業の始業時刻は集

積しやすくなるといえる．これはテレワーク導入による

オフィスワーカーの減少により，通勤混雑を緩和させる

ためである．   

次に図-2の (a) と (b) を比較すると，(b) の方が時刻

集積パターンの面積が大きくなっていることが分かる．

つまり，テレワークの高度化は始業時刻の集積を発生さ

せやすくすると言える．これはテレワークの性能向上に

より，一人当たりの生産性上昇が，始業時刻を集積させ

た際の通勤費用の上昇を上回るためであると説明できる．  

最後に，テレワーク導入の社会最適状態を分析した結

果，社会最適時は安定時よりも時刻を集積させることが

望ましいことが分かった．なお，ここでの社会最適状態

は長期均衡における労働者の総効用を最大化するもので

あり（Takayama1)のセカンドベストに対応する），通勤混

雑による外部性は内部化されていないことに注意が必要

である． 

 

図-1 テレワーク導入前(𝑒 = 0)の安定均衡領域 

 

図-2 テレワーク導入時(𝑒 = 0.4)の安定均衡領域 

 

(2) テレワーク比率選択のみを考慮した場合 

 企業が選択するテレワーク比率の選択肢が二種類

(𝑒1 < 𝑒2)，始業時刻 𝑡 の選択肢は一つであるという条

件を考える．この時，全労働者が低い方のテレワーク比

率 𝑒1 を選択する企業1に勤めるテレワーク集積小と，全

労働者が高い方のテレワーク比率 𝑒2 を選択する企業2

に勤めるテレワーク集積大と，企業1に勤める労働者も企

業2に勤める労働者も存在するテレワーク分散の三種類

の均衡パターンが均衡の候補となる．それぞれの均衡パ

ターンが実現する条件は，長期均衡条件 (5a) を用いる

と以下のように表現される． 

𝐺(𝑁0
∗)∆𝑓 − 𝑐∗(𝑁0

∗) = {

≥ 0:テレワーク集積小

≤ 0:テレワーク集積大

= 0:テレワーク分散
 

∆𝑓 ≡ −
𝑓(𝑒2)−𝑓(𝑒1)

𝑒2−𝑒1
はテレワーク比率を上昇させた際の

一人当たりの生産性の減少率，𝑁0は総オフィスワーカー

数を表す．ここで，Takayama 1) の例で用いられている関

数形を用いると，𝑐∗(𝑁0) = 𝛽
𝑁0

2

2𝜇, 𝐺(𝑁0) = 𝑎𝐻𝑁0．また，

通勤費用𝑐∗(𝑁0)を集積の生産効果𝐺(𝑁0)で割り引いたも

のを実質通勤費用と呼び，
𝑐∗(𝑁0)

𝐺(𝑁0)
=

𝛽𝑁0

4𝑎𝐻𝜇2 = 𝛾𝑁0で表すと，

均衡条件はさらに単純化される． 

   
{

テレワーク集積小：(1 − 𝑒1)𝑁𝛾 ≤ ∆𝑓

テレワーク集積大：∆𝑓 ≤ (1 − 𝑒2)𝑁𝛾

テレワーク分散：(1 − 𝑒2)𝑁𝛾 ≤ ∆𝑓 ≤ (1 − 𝑒1)𝑁𝛾
 

        (6) 

これにより，∆𝑓 が小さいときテレワーク集積大が均衡

解となること，∆𝑓 が一定以上大きいときはテレワーク

集積小が均衡解となること，その中間でテレワーク分散

が均衡解となることが分かる．なお，それぞれの解が唯
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図-3 現代モデルにおける安定均衡分布 

 

図-4 未来モデルにおける安定均衡分布 

 

テレワークが現代モデルであるときの安定均衡分布を

示したものが図-3である．横軸は 𝑒1，縦軸は 𝑒2 の テ

レワーク比率を示している．オレンジの領域はテレワー

ク集積小が安定均衡であることを意味している．また，

テレワークが未来モデルであるときの安定均衡分布を示

したものが図-4である．オレンジの領域はテレワーク集

積小，青の領域はテレワーク集積大，緑の領域はテレワ

ーク分散が安定均衡であることを意味している．  

 図-3を確認すると，どのテレワーク比率の組み合わせ

においてもテレワーク集積が安定となっていることが分

かる．これは現代的なテレワークでは，比率を上昇させ

るほど一人当たりの生産性が低下するので，労働者は常

に比率の小さな企業1を選択するためである．一方で 

図-4を確認すると，左上においてテレワーク集積大が安

定均衡となっていることが分かる．これはテレワークの

高度化によって補完性が生まれると，一定のテレワーク

比率までは一人当たりの生産性が上昇するので，労働者 

 

図-5 現代モデルにおける社会最適分布 

 

図-6 未来モデルにおける社会最適分布 

 

は比率の大きな企業2を選択するためである．しかし， 未

来モデルであっても，比率を上げすぎると，補完性を効

率の悪さが上回って一人当たりの生産性は減少してしま

うので，右下部分ではオレンジ（テレワーク集積小）を

示すのである． 

次に社会最適状態を分析する．本研究では社会最適状

態を労働者の総効用を最大化する状態と定義する．つま

り，社会最適状態の各企業の労働者は以下の最大化問題

の解から与えられる． 

    max
𝑁1 ,𝑁2

 . 𝑆𝑊(𝐍) ≡ 𝐺(𝑁0) ∑ 𝑓(𝑒𝑘)𝑁𝑘 − 𝑐∗(𝑁0)𝑁0𝑘    

(7a) 

 ∑ 𝑁𝑘 = 𝑁𝑘                (7b) 

社会最適領域を示したものが図-5と図-6である．図- 3 

と図-5を比較すると，現代モデルにおける安定領域と社

会最適領域は一致していることが見て取れる．一方で，

図-4と図-6を比較すると，社会最適領域の方がテレワー
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ク分散パターン小の領域が大きくなっていることが分か

る．その結果，安定均衡と社会最適の間に乖離が発生し

ていることが見て取れる．つまり，補完性が生じた未来

モデルなテレワークにおいては，社会的に望ましくない 

い均衡パターンが均衡解となってしまう可能性があると

言える． 

 そこで，次に安定均衡と社会的最適状態に乖離が起き

る原因を解析する．目的関数 (7a) を微分して一階条件

を求めると以下のような式が与えられる． 

𝑑𝑆𝑊(𝑁0)

𝑑𝑁0

= 𝐺𝑁0
(𝑁0)𝑍(𝑁0) + 𝐺(𝑁0)𝑍𝑁0

(𝑁0) 

−𝑐∗(𝑁0) − 𝑐∗(𝑁0)𝑁0            (8) 

ここで，𝑍(𝑁0) ≡ 𝑓(𝑒1)
𝑁0−(1−𝑒2)𝑁

𝑒2−𝑒1

+ 𝑓(𝑒2)
𝑁0−(1−𝑒1)𝑁

𝑒1−𝑒2
で

ある．このとき 𝐺𝑁0
(𝑁0)𝑍(𝑁0) は正の外部性，

 𝑐∗(𝑁0)𝑁0 は負の外部性を表す．この正の外部性に負の

外部性を足し合わせた外部性全体の式 𝐺𝑁0
(𝑁0)𝑍(𝑁0) −

𝑐∗(𝑁0)𝑁0 を 𝐸𝑇(𝑁0) とする．このとき，通勤混雑が

極端に高い場合を除いた一般的な社会を表すパラメータ

設定であれば基本的に 𝐸𝑇(𝑁0) > 0 となると考えられ

る（i.e., 生産性に関する正の外部性の影響の方が通勤費

用に関する負の外部性の影響よりも強い）．  

 式 (8) と目的関数の KKT 条件より各均衡パターン

の社会最適条件を求めると，以下の通り表現される． 

{

テレワーク集積小：(1 − 𝑒1)𝑁𝛾 ≤ ∆𝑓 + 𝐸𝑇

テレワーク集積大：∆𝑓 + 𝐸𝑇 ≤ (1 − 𝑒2)𝑁𝛾

テレワーク分散：(1 − 𝑒2)𝑁𝛾 ≤ ∆𝑓 + 𝐸𝑇 ≤ (1 − 𝑒1)𝑁𝛾

         (9) 

条件 (6) と条件 (9) を比較すると社会最適条件では一

人当たりの生産性の減少率に外部性 𝐸𝑇 が足されてい

ることが分かる．そのため，足された正の外部性が大き

いほど，テレワーク集積パターン小は社会最適になりや

すく，テレワーク集積パターン大は社会最適になりにく

くなることが分かる． 

 以上の結果から，均衡状態は労働者個人の生産性の減

少率の大小によって決定されるのに対して，社会最適状

態はこれに加えて正の外部性も考慮して決定されること

が分かる．そのため，補完性が働くことで一定の比率ま

では一人当たりの生産性が上昇する未来モデルのテレワ

ークにおいては，外部性を無視して個人のインセンティ

ブのみを考慮したテレワーク比率選択を行うと，集積の

経済の効果が大きく損なわれてしまう．その結果，社会

的に望ましくない均衡が導かれ，図-4と図-6のような乖

離が発生してしまうと解釈できる．一方でテレワーク比

率を上げるほど一人当たりの生産性が減少する現代モデ

ルのテレワークでは，個人のインセンティブのみを考慮

したテレワーク比率選択を行うと常に低い方の比率が選 

 

図-7 現代モデルの同時選択時の安定均衡分布 

 

 

図-8 未来モデルの同時選択の安定均衡分布 

 

択されるので，外部性を無視した選択であっても，集積

の経済の効果は維持されるので図-3と図-5のように安定

均衡と社会最適は一致すると解釈できる． 

 

(3) 始業時刻とテレワーク比率の同時選択を考慮 

 企業が始業時刻とテレワーク比率の同時選択を行う

状況を考える．この状況の結果を示したものが図-7,図-8

になる．図-7は現代モデル，図-8は未来モデルの安定均衡

分布を表している．なお，ここでは数値的に安定均衡解

を求めた．(a)は始業時刻選択の安定分布であり，赤は時

刻集積，白は時刻分散を表している．(b)はテレワーク選

択の安定分布であり，オレンジはテレワーク集積小，青

はテレワーク集積大，緑はテレワーク分散を意味してい

る． 

各図の(a)を確認すると，選択される比率が高いほど始

業時刻は集積する傾向が見て取れる．また，その傾向は

テレワークが高度化するほど高まることも確認できる．

各図の(b)を確認すると，現代モデルにおいては常にテレ

ワーク小が安定均衡となること，未来モデルの左上部分

はテレワーク集積大，右上部分はテレワーク集積小が安

定均衡となることが分かる．つまり，この状況の均衡は

先の二つの分析で求められた結果と同様であった．つま

り，本研究の同時選択問題は段階的に組み合わせて分析

できることが示唆される．  
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4. 終わりに 

 

本研究ではテレワークと時間集積の経済・不経済を考

慮した通勤均衡モデルを構築することで，テレワークが

時間集積の経済・不経済に与える影響を分析した．得ら

れた結果は以下のとおりである． 

 

 テレワークの導入は始業時刻の集積を引き起こす．

また，社会最適時には安定時よりも集積することが

望ましい． 

 テレワークの導入により各企業・個人の生産性が上

昇する高度なテレワークが実現する状況では，社会

全体の生産性・社会厚生が低下しうる． 

 

 一つ目の結果は通勤混雑の緩和によるものであり，テ

レワークの普及施策と時差出勤は両立しない（必要ない）

ことを意味する．二つ目の結果はテレワークの高度化（補

完性上昇）は必ずしも集積の経済不経済に良い影響を与

えるわけではないことを意味する． 

藤田・浜口7) は都市の進化を促すためにはテレワーク

は補完的に機能するべきであると提言している．しかし，

本研究の結果から，ただテレワークを補完的にするだけ

でなく，他の混雑緩和施策との整合性や社会全体の生産

性低下の危険性を十分考慮することがテレワーク普及後

の都市の発展には重要と言える． 
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